2011年度「労働法」（12月9日）

第20回（2）労働組合（荒木469～496頁）
第20回（2）講義のねらい「日本では企業別組合が主流だが、労働組合法はその他の労働組合形態を許容していないのか」「企業別組合には非正規従業員は加入できないか」「管理職の加入した組合は『使用者の利益代表者』の加入する組合であって、法適合組合ではないので、当該組合からの団体交渉要求は拒んでも違法とはならないか？」「使用者が労働組合と、労働組合に加入しない従業員は解雇する旨の協定を結んで、組合に入らない従業員に対して行った解雇は有効か？」「労働組合からの脱退は自由か」といった労働組合に関する諸問題を検討する。
1. 労働組合の種類
a. 組織対象者による分類
b. 労働組合の組織単位・結合による分類

c. 労働組合の現状
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2. 労働組合の法的概念と要件
a. 労働組合の自由設立主義
b. 法適合組合・労組法上の労働組合・憲法組合
図表19-2　法適合組合・労組法上の労働組合・憲法組合
	
	法適合組合

(適格組合)
	労組法上の労働組合(規約不備組合)
	憲法組合

(自主性不備組合)

	2条本文
	○
	○
	○

	2条但書（自主性）
	○
	○
	×

	5条2項（規約）
	○
	×
	×


c. 法適合組合
i. 主体（労組法上の労働者）
ii. 自主性
1) 自主性

2) 使用者の利益体表者の排除

3) 管理職組合
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iii. 目的

iv. 団体性

v. 規約整備による民主制確保

d. 資格審査

3. 労働組合の性格と組合加入・脱退・組織強制

a. 労働組合の任意団体性と組合民主主義の要請

b. 加入資格

c. 脱退の自由

d. 組織強制

i. 組織強制の種類

ii. ユニオンショップ協定の効力

4. 組合費

a. 組合費納入義務

b. チェック・オフ

5. 労働組合の統制権

6. 組合財産の帰属と組織変動
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